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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第85期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第84期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 4,355,400 25,561,195

経常損失（△）（千円） △646,620 △841,287

四半期（当期）純損失（△）（千

円）
△497,786 △812,992

純資産額（千円） 7,580,200 8,095,218

総資産額（千円） 16,203,476 18,847,481

１株当たり純資産額（円） 436.51 468.27

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△33.91 △55.38

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 39.5 36.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,078,938 615,874

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△51,890 △154,147

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△223,582 △108,751

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
3,355,495 2,551,557

従業員数（人） 1,162 1,147

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は１株当たり四半期（当期）純損失を計上しており、

また潜在株式が存在していないため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 1,162  

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 440 (46)

（注）　臨時雇用者数（パートタイマー）は、当第１四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円）

情報通信機器 1,253,053

移動体通信機器 12,948

計測器 134,081

合計 1,400,083

　（注）１．上記生産実績は、製造会社における生産実績を販売価格により表示しております。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．金額には消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第１四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円）

情報通信機器 6,624,328 9,472,950

移動体通信機器 30,496 12,363

計測器 82,958 9,565

合計 6,737,783 9,494,880

　（注）　金額には消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円）

情報通信機器 4,250,933

移動体通信機器 28,781

計測器 75,684

合計 4,355,400

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

３．当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。

相手先

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

金額（千円） 割合（％）

ＫＤＤＩ株式会社 1,680,852 38.6

株式会社テプコケーブルテレビ 503,145 11.6

東京電力株式会社 484,241 11.1
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、該当事項はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1) 業績の状況

　当社グループにおける第１四半期は、例年、電力会社、官公庁等の事業の関係から売上高が小さく、損益面において

も当初から損失を予定せざるを得ない状況にあります。この状況は、年度末に向け徐々に改善され、情報通信機器の

製造・販売や工事・保守受託業務等の売上の計上が集中する第４四半期において、通期の利益目標が実現される形

態となっております。

　さて、当第１四半期連結会計期間の日本経済は、原材料価格の高騰や米国サブプライムローン問題に端を発した金

融不安等による影響で、企業業績の悪化や個人消費の低迷など景気の減速が鮮明となってまいりました。

　このような事業環境を受けて、当第１四半期連結会計期間の売上高につきましては、機器の製造・販売が減少した

ため、43億55百万円となりました。

　損益につきましては、売上減に伴う粗利益の減少をカバーすべくコスト削減を推進してまいりましたが、「棚卸資

産の評価に関する会計基準」の適用に伴い、たな卸資産評価損１億38百万円を計上したことから、営業損益は６億

63百万円の損失、経常損益は６億46百万円の損失、四半期純損益は４億97百万円の損失となりました。

　以下、事業種類別セグメントの概況をご報告いたします。

〔情報通信機器〕

　ＣＡＴＶ工事並びにキャリア向け通信線路工事等が堅調に推移いたしましたが、電力会社向け製品の減少や鉄道

向け監視システムの減少により、情報通信機器全体の売上高は42億50百万円となり、営業損益につきましては、６億

23百万円の損失となりました。

〔移動体通信機器〕

　前年同期に比べポケットベル応用システムの案件が減少したことから、売上高は28百万円となり、営業損益につき

ましては、８百万円の損失となりました。

〔計測器〕

　電話・ファクシミリ用計測器や簡易測定器が好調であったことから、売上高は75百万円となりましたが、営業損益

につきましては、開発費の増加により、20百万円の損失となりました。

　なお、所在地別セグメントの業績は、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、記載すべき事項は

ありません。

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

（資　産）

　当第１四半期連結会計期間末における資産の残高は、前連結会計年度末に比べ26億44百万円減少した162億３百

万円となりました。これは主に、現金及び預金は８億３百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が39億円減少

したことによります。

（負　債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債の残高は、前連結会計年度末に比べ21億28百万円減少した86億23百

万円となりました。これは主に、支払手形及び買掛金が７億30百万円減少したことと、賞与引当金４億76百万円及

び流動負債その他が７億38百万円減少したことによります。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べ５億15百万円減少した75億80

百万円となりました。これは主に、四半期純損失４億97百万円の計上によります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ８

億３百万円増加し、当第1四半期連結会計期間末には33億55百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失、棚卸資

産の増加、仕入債務の減少などにより減少したものの、売上債権の減少などにより、10億78百万円の資金の増加と

なりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産並びに無形固定資産

の取得による支出などにより、51百万円の資金の減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済などにより、２億

23百万円の資金の減少となりました。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が対処すべき課題について、重

要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間における研究開発費の金額は、78百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因

　当社グループは電力会社、警察等の官公庁及び大手メーカー等の顧客へ、製品あるいは工事等のサービスを長年に

亘って提供してまいりました。工事関連の事業については、東京電力及びその関連会社へのサービス提供が主であ

り、規模としては底堅く当社グループの業績を下支えしております。また、製品の提供は受注生産を主としており、

顧客の個別の要求仕様等について、当社グループの品質、機能、性能、価格等が、常に顧客の信頼を得てきた結果と認

識しております。引き続き、これら顧客との関係を強化し、顧客ニーズの的確な把握と提案活動を進めて収益力の向

上を図りたいと考えております。

　さて、当第１四半期の日本経済は、原材料価格の高騰や米国サブプライムローン問題に端を発した金融不安等によ

る影響で、企業業績の悪化や個人消費の低迷など景気の減速が鮮明となり、通信業界におきましても、光及びＩＰ化

に伴う通信インフラ投資は堅調であったものの、携帯電話における買い替えサイクルの長期化や低価格機の増加な

どの影響により厳しい状況が続いております。

　係る環境下、市場ニーズを的確に捉え差別化製品の投入やサービスの提供により事業拡大を図って参りますが、市

場の急激な変化への対応、コスト競争力の強化、業務品質の向上が収益拡大の重要な要素と考えております。

　したがいまして、当社グループは販売力の強化・充実等を図りつつ、品質並びに生産性の一層の向上とコストダウ

ンに向けた活動、製品企画の充実・強化、販売力の強化・充実、経営体質の強化を進めてまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除去等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 54,800,000

計 54,800,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,700,000 14,700,000 ジャスダック証券取引所 －

計 14,700,000 14,700,000 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年４月１日
～　

平成20年６月30日　
－ 14,700,000 － 2,708,389 － 1,442,759

(5) 【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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(6) 【議決権の状況】

　第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載としておりま

す。

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 20,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 14,652,000 14,652 －

単元未満株式 普通株式　　　 28,000 － －

発行済株式総数 14,700,000 － －

総株主の議決権 － 14,652 －

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

大井電気株式会社
神奈川県横浜市港北区
菊名７丁目３－16 20,000 － 20,000 0.13

計 － 20,000 － 20,000 0.13

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 135 129 138

最低（円） 103 112 120

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所の公表のものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から名

称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,365,495 2,561,557

受取手形及び売掛金 2,408,232 6,308,410

製品 120,569 98,681

半製品 449,572 456,534

原材料 222,726 521,347

仕掛品 2,358,521 1,647,352

その他 1,129,987 1,112,865

貸倒引当金 △10,185 △23,350

流動資産合計 10,044,920 12,683,399

固定資産

有形固定資産

土地 2,593,908 2,600,205

その他（純額） ※1
 1,564,375

※1
 1,578,232

有形固定資産合計 4,158,283 4,178,437

無形固定資産 127,991 125,565

投資その他の資産

その他 1,919,009 1,901,876

貸倒引当金 △46,729 △41,797

投資その他の資産合計 1,872,280 1,860,078

固定資産合計 6,158,556 6,164,082

資産合計 16,203,476 18,847,481
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成20年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,059,888 1,790,840

短期借入金 870,000 1,090,000

未払法人税等 10,848 27,446

未払消費税等 50,421 60,157

賞与引当金 403,957 880,749

工事損失引当金 289,000 274,000

その他 1,664,904 2,403,457

流動負債合計 4,349,019 6,526,652

固定負債

退職給付引当金 4,086,925 4,028,018

役員退職慰労引当金 145,995 167,307

その他 41,335 30,285

固定負債合計 4,274,256 4,225,611

負債合計 8,623,276 10,752,263

純資産の部

株主資本

資本金 2,708,389 2,708,389

資本剰余金 1,442,759 1,442,759

利益剰余金 2,115,109 2,612,896

自己株式 △3,901 △3,901

株主資本合計 6,262,357 6,760,143

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 145,481 113,928

評価・換算差額等合計 145,481 113,928

少数株主持分 1,172,361 1,221,145

純資産合計 7,580,200 8,095,218

負債純資産合計 16,203,476 18,847,481
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(2) 【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

売上高 4,355,400

売上原価 4,051,791

売上総利益 303,608

販売費及び一般管理費 ※
 966,609

営業損失（△） △663,001

営業外収益

受取利息 278

受取配当金 3,590

受取賃貸料 13,246

その他 24,072

営業外収益合計 41,186

営業外費用

支払利息 2,596

会員権評価損 6,900

退職給付会計基準変更時差異の処理額 13,808

その他 1,500

営業外費用合計 24,806

経常損失（△） △646,620

特別損失

減損損失 6,296

特別損失合計 6,296

税金等調整前四半期純損失（△） △652,917

法人税等 △108,378

少数株主損失（△） △46,753

四半期純損失（△） △497,786
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △652,917

減価償却費 74,436

減損損失 6,296

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,233

賞与引当金の増減額（△は減少） △476,791

退職給付引当金の増減額（△は減少） 58,906

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △21,312

工事損失引当金の増減額（△は減少） 15,000

受取利息及び受取配当金 △3,868

支払利息 2,596

会員権評価損 6,900

売上債権の増減額（△は増加） 4,018,888

たな卸資産の増減額（△は増加） △663,590

その他の資産の増減額（△は増加） 21,053

仕入債務の増減額（△は減少） △696,024

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,736

その他の負債の増減額（△は減少） △569,295

その他 △2,027

小計 1,100,279

利息及び配当金の受取額 3,891

利息の支払額 △1,980

法人税等の支払額 △23,251

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,078,938

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △55,698

無形固定資産の取得による支出 △16,581

投資有価証券の取得による支出 △1,321

投資有価証券の売却による収入 943

長期貸付金の回収による収入 835

短期貸付けによる支出 △344

その他 20,277

投資活動によるキャッシュ・フロー △51,890

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △220,000

少数株主への配当金の支払額 △3,582

財務活動によるキャッシュ・フロー △223,582

現金及び現金同等物に係る換算差額 471

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 803,938

現金及び現金同等物の期首残高 2,551,557

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,355,495
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変

更

　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資

産については、従来、主として総平均法

又は個別法による原価法によっており

ましたが、当第１四半期連結会計期間

より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年

７月５日）が適用されたことに伴い、

主として総平均法又は個別法による原

価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

により算定しております。

　これにより、営業損失、経常損失及び

税金等調整前四半期純損失は、それぞ

れ139,076千円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。

 (2) リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりました

が、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年３月30日改正））及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が平成

20年４月１日以後開始する連結会計年度

に係る四半期連結財務諸表から適用する

ことができることになったことに伴い、

当第１四半期連結会計期間からこれらの

会計基準等を適用し、通常の売買取引に

係る会計処理によっております。また、所

有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産の減価償却の方法につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。

　これによる、損益への影響はありませ

ん。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前

の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を引き続き適用し

ております。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績

率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連

結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒

見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の

算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結

会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理

的な方法により算出する方法によっており

ます。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、

収益性の低下が明らかなものについてのみ

正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う

方法によっております。

３．固定資産の減価償却の算

定方法

　定率法を採用している固定資産の減価償

却費は、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分する方法により算定しており

ます。

４．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化

がないと認められるので、前連結会計年度

において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によって

おります。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会

計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に

当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含め

て表示しております。
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【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　機械装置の耐用年数については、従来３～17年にしており

ましたが、法人税法の改正を契機として見直しを行い、当第

１四半期連結会計期間より、８年に変更しております。

　なお、この変更による損益への影響は軽微であります。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

　 6,324,453千円 　 6,281,604千円

　２．偶発債務 　２．偶発債務

　金融機関からの借入金について、次のとおり債務保証

を行っております。

　金融機関からの借入金について、次のとおり債務保証

を行っております。

（被保証先）   

従業員 12,313千円

（被保証先）   

従業員 12,160千円

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は次の

とおりであります。

受注活動費 34,981千円

給与手当・賞与 334,140 

退職給付費用 43,431 

役員退職慰労引当金繰入額 6,147 

賞与引当金繰入額 51,097 

研究開発費 78,011 

保証修理費 29,814 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 3,365,495

預入期間が３か月を超える定期預金 △10,000

現金及び現金同等物 3,355,495
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平

成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 14,700千株　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 20千株　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 
情報通信機
器（千円）

移動体通信
機器
（千円）

計測器
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 4,250,933 28,781 75,684 4,355,400 － 4,355,400

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 4,293 7,920 12,213 (12,213) －

計 4,250,933 33,075 83,605 4,367,614 (12,213) 4,355,400

営業損失（△） △623,014 △8,231 △20,043 △651,289 (11,711) △663,001

　（注）１．事業区分の方法

事業区分は製品の市場類似性及び内部管理上の損益集計区分に照らし総合的に系列化し区分しております。

２．各事業の主要な製品

事業区分 主要製品

情報通信機器

光伝送装置、ＩＰ伝送装置、多重化装置、デジタル端末関連機器、監視制御装置、

データ集配信装置、情報伝送装置、画像伝送装置、ＶｏＩＰ関連機器、セットトッ

プボックス

移動体通信機器 双方向通話装置、構内用ポケットベルシステム

計測器
ＩＳＤＮ関連計測器、ＬＡＮ関連計測器、電話・ファクシミリ用計測器、伝送特

性用計測器、無線関連計測器

３．会計処理の方法の変更

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(1)に記載のとおり、当第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用し

ております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業損失が、情報通信機器事業で132,971千

円、移動体通信機器事業で1,390千円、計測器事業で4,714千円それぞれ増加しております。

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間における本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該

当事項はありません。

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間における海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略

しております。
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（有価証券関係）

　事業の運営において重要なものとなっておらず、かつ、前連結会計年度の末日に比べ著しい変動が認められないた

め、該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 436.51円 １株当たり純資産額 468.27円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △33.91円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失が計上されており、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

四半期純損失（△）（千円） △497,786

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △497,786

期中平均株式数（千株） 14,679

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　前連結会計年度の末日に比べ著しい変動が認められないため、該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

大井電気株式会社(E01859)

四半期報告書

20/21



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月11日

大井電気株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 麻生　和孝　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 神尾　忠彦　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 根津　昌史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大井電気株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大井電気株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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